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１ 第二期重点施策方針の概要 

 

 

 重点施策について 

 

千歳市では、平成 17 年度から重点政策の体系化を図り、これに関わる一連の事業を重点施

策と位置付けて推進しています。第一期（平成 17 年度～平成 19 年度）の重点施策は、千歳

市が有する特性や優位性を踏まえ、まちづくりの将来方向を見据えることにより、「人育て・

市民協働による活力が循環する都市
ま ち

」の実現を目標に掲げ、「安心」と「活力」を施策の柱と

して「子育て・教育」など５項目施策を設定しました。これまでに延べ 44 事業、平成 19 年

度では 37 事業を実施しています。 

 

  重点施策を進める背景 

  

我が国の経済は緩やかに回復傾向が持続していますが、この回復の波は地方に、特に本道

経済までには及んでいない状況にあります。また、少子高齢化の進行により我が国の人口も

ピークを迎え、労働力の縮小による経済への影響や社会保障費の増嵩などが懸念されていま

すが、既に本道の総人口は平成 10 年から減少を続けており、今後、これらの影響が地方にお

いて一層顕著となり、様々な行政課題が拡大することが考えられます。さらには、国と地方

の三位一体の改革の推進により、地方自治体の自主・自立の行財政運営が求められているな

か、地方財政は依然として厳しい状況が続き、従来の枠組みにとらわれない行政運営へ転換

を図るなど新たな取組みが必要となっています。 

 

このようななか、本市は、自衛隊の駐屯や立地環境を生かした企業誘致の取組みなどによ

り、生産年齢人口が占める割合が高く、総体として人口が伸び続けています。しかし、本市

の合計特殊出生率は平成 17 年度で 1.44 と、道内おいては比較的高い水準にあるものの、人

口水準を維持するといわれる 2.07 を下回る値であり、着実に少子高齢化が進行している状況

にあります。『まちの勢い』を後退させないためには、生産年齢人口を中心とする人口増に向

けた施策展開が必要であり、このことから、自衛隊削減の動きへの積極的な対応や戦略的な

企業誘致を進めていくとともに、子育てや教育環境の充実を重点的に図るなど、本市が持つ

優位性を維持し、さらに高めていく施策が必要であります。 

 

また、平成 15 年度予算の編成においては、市税収入や地方交付税など大幅な財源不足が見

込まれ、従来型の手法では今後の行政運営が立ち行かなくなるとの予測から、財政健全化対

策をとりまとめ、毎年度、内容の精査・見直しを行い、足腰の強い財政基盤づくりに取り組

んできました。これまで内部管理経費を中心とする徹底した歳出削減とともに、受益者負担

の原則のもとに使用料等の見直しや指定管理者の導入などの対策を進め、単年度での大幅な

収支不足の解消が図られるなど改善へと向かうこととなりました。これら健全化の取組みは、
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単に歳入不足に対応するための一過性の対策ではなく、持続可能な行財政運営基盤の構築に

根ざす取組みで、今後も財政の健全化対策を着実に進め、安定した行財政運営基盤づくりを

進める必要があります。 

 

このように平成 17 年度から取り組んできました第一期重点施策は、 

 

① 自主・自立の行財政運営の必要性、 

② 個性あるまちづくりのための政策重点化の必要性、 

③ 財政健全化の推進による安定した財政基盤構築の必要性、 

 

これら三つの必要性から導入したものです。 

 

平成 19 年 4 月から「みんなで進める千歳のまちづくり条例」が施行し、市民協働の取組み

が本格的にスタートし、第一期重点施策の目標として掲げてきた「人育て・市民協働により

活力が循環する都市
ま ち

」実現に向けての歩みを進めました。今後もまちの持続的な発展を図る

ためには、市民力とまちの特性を生かした取組みを重点的に推進する必要があり、このこと

から、これまでの重点施策の取組みを土台として、平成 20 年度以降も、継続して重点施策の

展開をします。 

 

 

   第二期（平成 20 年度以降）重点施策の取組み 

 

◎ 重点施策の目標   「市民力とまちの特性を生かし、幸せを実感できるまち」 

 

◎ 施策の柱      『安心』と『活力』 

 

◎ 施策の体系      施策の体系については、これまでの取組みを実効あるものとす

るため、第一期重点施策の基本的な枠組みを継承したものとし

ます。『安心』には、これまでの「子育て・教育」を継続し、「防

災対策」は「安全・防災」として、さらに「環境」を新たに加

えます。『活力』にはこれまでと同様に「人材育成」、「企業誘

致」、「観光振興」を施策とします。 

 

◎ 実施期間       平成 20 年度から平成 22 年度までの３か年とします。 
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２ 平成２０年度重点施策の概要 

 （単位：千円） 

政策 施策 重点事業 
細事

業数 

平成 20 年度 

事業費 

母子保健事業 ３ 37,616

子育て支援事業 ６ 21,251

仕事と家庭の両立推進事業 ２ 4,060
子育て・教育 

教育活性化事業 ６ 47,487

建築物耐震改修促進事業 ２ 200,576

防災拠点整備事業 ２ 507,947

市民協働防災事業 ３ 4,861

救急体制整備事業 ３ 147,993

安全・防災 

防犯・交通安全対策事業 １ 1,670

温室効果ガス排出削減推進事業 ４ 6,396

安
心 

環境 
循環型社会形成推進事業 ５ 143,037

人材育成 市民活動支援事業 １ 1,200

ものづくり産業集積事業 １ 2,914

初期投資軽減事業 ３ －企業誘致 

立地環境ＰＲ活動推進事業 １ 2,341

支笏湖地区活性化推進事業 ３ 2,677

にぎわいトライアングル事業 ２ 1,585

農村観光振興事業 １ 10,450

市
民
力
と
ま
ち
の
特
性
を
生
か
し
、
幸
せ
を
実
感
で
き
る
ま
ち 

活
力 

観光振興 

観光ＰＲ活動推進事業 ３ 8,046

 

 

計  ５２ 1,152,107
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３ 重点施策の体系 

 

 

 (１) 「安心」の施策体系 

 

 

安
全
・
防
災 

環 
 

境 

 

 

安 心
 

 

 

 

子育て・教育 

 

 

 

 

 

 

① 子育て・教育 

    少子化の急速な進行は、人口減少による地域の活力衰退、労働力人口減少による

経済への影響、将来における税や社会保障における負担増大などを招くことが懸念

されています。 

    千歳市は、道内の他都市との比較では、年少人口及び生産年齢人口の割合が高く、

年齢構成が若い都市となっていますが、少子の傾向は着実に進んでいます。この急

速な少子化進行に対しては、全国的な問題として、社会、経済等様々な分野におい

て取り組むべき課題がありますが、次代を担う子どもを安心して育てられる環境づ

くりを進めるためには、とりわけ子どもたちの生活や子育て環境との関わりが密接

な地域社会での対応が重要であります。このことから、「母子保健事業」、「子育て支

援事業」、「仕事と家庭の両立推進事業」を重点的に取組みます。 

    また、少子高齢化や核家族化の進行、さらに産業・就業構造などの社会の変化に

伴い、子どもたちをめぐる環境も大きく変わっています。教育の場においては、い

じめや不登校などに代表されるような問題や、また、特別な支援を必要とする子ど

もたちの増加など、従前にも増して多様な課題が顕在化しています。これら課題を

着実に解決していくため、教育相談体制や特別支援教育体制の充実・強化の、さら

には、幼児教育並びに修学支援の充実など教育の機会拡充を図るために教育活性化

事業を重点的に取組みます。 
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 母子保健事業

細 事 業 名 事 業 内 容 
平成 20 年度

事業費 

新生児訪問（こんにちは

赤ちゃん）事業【継続】 

助産師・保健師が生後４か月までの乳児がいる全家庭を訪問し、

乳児や妊婦に対する保健指導を行います。平成 20 年度は、これ

までの取り組みに加え、担当者の研修（年２回）を実施し、援助

技術の向上を図ることとします。 

3,506

予防接種・乳幼児健診時

の遊び場設置事業 

【継続】 

予防接種や健診の場に保育士を配置し、子育て交流や安心の場を

確保します。平成 20 年度は、市民協働の拡大と安全性により配

慮した実施体制とします。 

1,330

妊婦乳幼児委託健康診

査事業（妊婦健康診査公

費拡大）【継続】 

妊婦一般健康診査の公費負担の拡大（２回から５回）を行い、子

育て世代の経済的負担軽減を図ります。 32,780

計  37,616

 

 

 子育て支援事業 

細 事 業 名 事 業 内 容 
平成 20 年度

事業費 

乳幼児紙おむつ用ごみ

袋支給事業【継続】 

３歳未満の乳幼児を養育する世帯に対し、紙おむつ処理用の市指

定ごみ袋を支給し、子育て世帯の経済的負担の軽減を図ります。 
4,177

子育て支援ホームペー

ジ作成事業【継続】 

子育て家庭の子育て力の強化を図るため、市ホームページに子育

て支援のホームページを作成し、子育てに関するさまざまな情報

を一元的に受け取りやすい形で提供し、子育て家庭や地域の利用

を促進します。 

1,200

地域子育て支援センタ

ー運営事業【新規】 

平成 20 年４月にオープンする子育て総合支援センターを拠点と

して、子育て基盤整備、子育てサポート、地域交流などの事業を

展開し、地域全体で子育てを支援できる基盤づくりを進めます。

（地域子育てサロン事業は、本事業に統合） 

14,074

（仮称）北陽地区児童セ

ンター整備事業【新規】 

児童数が年々増加している北陽地区に、放課後児童の居場所とし

て、さらには地域の子育ての支援に係る活動拠点を確保するた

め、児童館整備を進めます。 

967

放課後子どもプラン推

進事業【継続】 

放課後の子どもの安全で健やかな活動場所を確保し、総合的な放

課後対策として実施する「放課後子どもプラン」を展開します。 347

子育て短期支援事業（シ

ョートステイ事業） 

【継続】 

保護者の疾病、仕事その他理由により、家庭において児童の養育

が一時的に困難となった場合や経済的な理由により緊急一時的

に保護することが必要な場合、または育児不安など身体的・精神

的負担の軽減が必要な場合に、児童を児童養護施設において短期

間預かる体制を確保します。 

486

計  21,251
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仕事と家庭の両立推進事業 

細 事 業 名 事 業 内 容 
平成 20 年度

事業費 

企業に対する仕事と家

庭の両立推進事業 

【継続】 

企業の子育て支援に係る意識醸成を図るため、市及び企業関係者

等で組織する推進協議会を設置し、講演会等の事業を実施するほ

か、「ファミリーフレンドリー企業認定制度」の導入の検討を進

めます。（平成 22 年度導入予定） 

524

母子家庭自立支援給付

金事業【継続】 

母子家庭の経済的な安定と自立の促進を図るため、「自立支援教

育訓練給付金」、「高等職業訓練促進給付金」及び「常用雇用転換

奨励給付金」制度により就労支援を行います。 

3,536

計  4,060

 

 

 

細 事 業 名 事 業 内 容 
平成 20 年度

事業費 

教育活性化事業 

修学支援事業【継続】 

高校や大学などで学習したいという意欲があり、またその能力が

あるにもかかわらず、経済的事情により学校へ通うことが困難な

生徒や学生に対して奨学金を支給することにより、保護者の経済

的負担を軽減するとともに、等しく教育を受けることができる環

境整備を行います。 

2,820

幼稚園早期受け入れ支

援事業【継続】 

幼児の社会性の涵養の促進、幼児教育環境の充実、保護者の育児

負担の軽減などを目的として実施してきた３歳未満児の幼稚園

早期入園事業の特例措置が平成 19 年度末をもって特例措置が廃

止となりましたが、引き続き「幼稚園を活用した子育て支援とし

ての２歳児の受け入れ」を支援します。 

1,785

特別支援教育体制推進

事業【継続】 

障がいのある子供達の社会参加を促すため、各小中学校が連携し

た総合支援体制を整え、専門家チームを核とした特別支援委員会

の設置や個別指導計画の策定、相談窓口の強化を図るほか、計画

に基づき支援員やヘルパーを配置します。また、支援体制を更に

拡充するため道立高等養護学校を誘致するとともに、保護者等を

構成メンバーに特別支援教育を考える委員会を設置します。 

13,160

スクールカウンセラー

配置事業【継続】 

いじめ・不登校等の要因が多様化、複雑化する中で、児童生徒の

問題行動等の早期解消のため、これまでの道派遣のスクールカウ

ンセラー（臨床心理士）による相談体制に加え、市単独によるス

クールカウンセラーを配置することにより、専門性の高い教育相

談体制の充実・強化を図ります。 

1,975

心の教室相談員配置事

業【継続】 

教員経験者など地域の人材を活用して心の教室相談員を市内小

学校（13 校）に配置し、問題行動等の前兆の把握に努め、身近な

話し相手として心の悩みやストレス緩和など家庭、地域と連携し

た効果的な相談体制の充実を図ります。 

3,753

図書の充実【継続】 
読書や資料の活用を通じて子どもたちの豊かな人間性や自ら学

ぶ力を育むため、学校図書館の充実を図ります。 
23,994

計  47,487
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② 安全・防災 

    大規模な災害は、「いつ」、「どこで」発生するかの予見が難しく、ひとたび発生す

ると多くの人命と財産に深刻な影響を与えるものです。このことから、被害を最小

限に食い止める方策や、地域社会の災害対応能力を向上させるなど、災害に対する

準備を進めていくことが大切です。災害に対して安心できる市民生活を確保するた

めに、「建築物耐震改修促進事業」、「公共施設耐震化事業」、「防災拠点整備事業」、

「市民協働防災事業」を重点的に取組みます。 

また、医師不足等から医療機関における救急医療体制の維持が、全国的に大きな

課題となっています。千歳市においては、千歳医師会の全面的な協力のもと一次救

急は在宅当番医制により、二次救急は輪番制により救急医療体制が組まれています

が、本市にとっても医師不足の影響は避けられない課題となっています。救急医療

体制は安心な市民生活に不可欠なものであり、救急体制を維持していくためには、

市医療機関と行政の連携強化とともに、適正な救急医療の利用に対する市民の理解

を深めることが必要であり、安心して生活が送ることができるよう「救急体制整備

事業」を重点的に進めます。 

    一方、交通事故や最近の凶悪化・巧妙化が進む犯罪などから市民生活を守るため

に、地域社会全体での防犯等の取組みがますます重要となっています。このことか

ら、行政、事業者、市民が一体となった地域ぐるみの防犯・交通安全体制を強化す

るために「防犯・交通安全市民活動促進事業」を重点的に進めます。 

 

 

 

細 事 業 名 事 業 内 容 
平成 20 年度

事業費 

耐震改修促進計画策定

事業【継続】 

建築物の防災を促進するため、耐震改修促進計画を策定し、公共

建築物や民間建築物の耐震性の向上を図ります。 
12,000

小中学校耐震化推進事

業【継続】 

小中学校施設の耐震診断を、優先順位に基づき段階的に実施し、

その結果に基づき耐震補強設計、耐震補強工事を計画的に実施し

ます（平成 20 年度：末広小・北栄小・祝梅小の二次診断、千歳

小･桜木小の補強設計、日の出小・信濃小の補強工事）。 

188,576

計  200,576

 

 

 

細 事 業 名 事 業 内 容 
平成 20 年度

事業費 

Ｃ経路まちづくり事業

【継続】 

防災・救急訓練活動、自衛隊をはじめとする防災関係機関と自主

防災組織・ボランティアとの連携を図る防災学習活動の拠点とな

る防災交流センター、屋外学習管理センター、訓練広場等の整備

を行います（平成 20 年度：管理センター・誘導路実施設計、防

災学習交流センター建築、広場等工事）。 

504,700

災害応急対策用品等整

備事業【継続】 
災害時に備え、救急救助用の物資及び資機材を備蓄・整備します。 3,247

計  507,947

建築物耐震改修促進事業 

防災拠点整備事業 
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細 事 業 名 事 業 内 容 
平成 20 年度

事業費 

市民協働防災事業 

【継続】 

都市経営会議から市民協働のモデル事業として提言を受けた、市

民主体の実行委員会を設置し、災害図上訓練（ＤＩＧ訓練）を実

施・公開することにより、防災意識を高めるとともに市民協働の

担い手育成を目指します。 

450

自主防災組織育成事業

【継続】 

災害発生時において、地域住民の生命、身体、財産を守るために

は初動体制が重要であることから、自主防災組織を育成するとと

もにその活動の充実を図るため、組織を結成したコミュニティ協

議会及び町内会等に対し防災資機材等を貸与します。 

3,591

災害時要援護者対策事

業【新規】 

大地震等の災害が発生した際に、災害時要援護者の迅速な援護活

動を行うために、災害時要援護者名簿の作成を進めるとともに、

適切な運用を図るための災害時要援護者支援マニュアルを作成

します。 

820

計  4,861

 

 

 

市民協働防災事業 

救急医療体制整備事業 

細 事 業 名 事 業 内 容 
平成 20 年度

事業費 

救急医療充実事業 

【新規】 

医療と行政とが救急医療に関わる各種課題を協議検討する場と

して設置した千歳市救急医療体制連絡会議において、千歳市の救

急医療体制等について検討を行うとともに、市民に対し救急医療

に関する正しい意識を啓発普及するため（仮称）千歳市救急医療

フォーラムの開催などの事業を実施します。 

112,052

高規格救急自動車購入

事業【継続】 

迅速確実な救急業務遂行を維持するために、経年使用により老朽

化した高規格救急自動車（千歳救急２）の更新をします。 
28,987

ＡＥＤ（自動体外式除細

動器）整備事業【継続】 

市民の救命率向上を図るため、市内公共施設にＡＥＤ（自動体外

式除細動器）本体と小児用パッドを計画的に配置するとともに、

既設のＡＥＤに係る消耗品を計画的に更新します。 

6,954

  147,993

 

 

 
防犯・交通安全対策事業 

細 事 業 名 事 業 内 容 
平成 20 年度

事業費 

防犯・交通安全市民活動

促進事業【新規】 

市民、事業者、市が協働して全市的な防犯・交通安全活動の推進

を図るため、（仮称）千歳市防犯・交通安全推進会議を立ち上げ

るとともに、啓発パンフレットの作成等の事業を行います。 

1,670

計  1,670
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③ 環境 

    地球温暖化防止に係る取組みや、資源の有効活用、効率的な廃棄物処理体制の構

築、循環型社会の形成は、世界的に喫緊の課題であると同時に、市民生活にも密接

に関わる問題となっています。この地球的視野に立った環境保全対策への取組みや、

清澄な水と豊かな緑に溢れた自然環境と調和した環境共生型社会の構築などは、将

来にわたって市民が安心して生活できる基盤づくりに重要な課題であり、次世代に

深刻な影響を及ぼさないためにも、行政、事業者、市民が一体となり取り組むこと

が必要であります。このことから地域、家庭、職場、学校教育など多くの場におい

て環境に配慮した活動が展開されるよう「温室効果ガス削減推進事業」を進めると

ともに、ごみの発生・排出の抑制、リサイクルの推進、適正処理の推進図るため「循

環型社会形成推進事業」を重点的に展開します。 

 

 

 

 
温室効果ガス削減推進事業 

細 事 業 名 事 業 内 容 
平成 20 年度

事業費 

地域公共交通利用促進

事業【新規】 

Ｊ８サミット等と連携した公共交通利用活性化シンポジウムの

開催、バス利用マップの配布、利用しやすいバス路線を目指した

地域交通実態調査などを行い、自家用自動車の利用から公共交通

機関の利用促進を図り、交通事故減少や渋滞緩和などとともにＣ

Ｏ２など温室効果ガス排出量削減を促進します。 

1,942

温室効果ガス排出削減

推進事業【新規】 

ＣＯ２など温室効果ガス排出量削減を図るため国が実施してい

る「チーム・マイナス６％」キャンペーンに参加し、全市的な取

組みを促進します。京都議定書の約束期間のスタートとＪ８サミ

ットが開催される平成 20 年度は、家庭での環境配慮行動の普及

実践のため、環境フェア in CHITOSE として環境配慮活動に関わ

るイベントを展開します。 

322

環境教育推進事業 

【継続】 

将来を担う子どもたちが、身近な環境問題から地球規模の環境問

題まで意識を持って行動するために実施してきた「こども環境教

室」を基礎に、新たに「（仮称）エコカレッジ制度」を設け、Ｃ

Ｏ２削減をはじめとする環境配慮意識の醸成・拡大を図ります。 

232

子ども会議開催事業 

【新規】 

学校関係者及びＰＴＡ等で実行委員会を組織し、「環境」、「自然

環境」、「いじめ」などをテーマとした市内小中学校児童生徒等に

よる子ども会議（シンポジウム）を開催します。 

3,900

計  6,396
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循環型社会形成推進事業 

細 事 業 名 事 業 内 容 
平成 20 年度

事業費 

破砕処理施設整備事業

【継続】 

環境センターで稼動している破砕処理施設の更新を行い、平成 23

年度中に稼動を開始する計画としています。新たな施設では、こ

れまで直接埋立していた布団・畳などの破砕処理による減容化、

アルミ類やその他プラスチック製容器包装の選別・回収による資

源化、処理品の梱包による飛散防止を追加し、リサイクル率の向

上並びに最終処分場の延命化を図ります。 

60,000

ごみの発生抑制事業 

【継続】 

持続的発展が可能な循環型社会形成に向けて「千歳市循環型社会

形成推進施策２０」に基づき、家庭での生ごみ堆肥化の推進・ノ

ーレジ袋運動の支援・エコ商店認証制度の推進などごみ減量化の

取組を進めます。 

1,893

ごみ減量化啓発事業 

【継続】 

「ごみ減量・リサイクル標語コンクール」の実施、小冊子の配布、

出前講座、環境センター施設見学の積極的受け入れなど、学校教

育の場やイベントなど様々な機会を利用し、ごみの減量化並びに

資源化の普及啓発を行います。 

430

資源物のリサイクル推

進事業【継続】 

町内会をはじめ関係団体の参加による「千歳市資源回収システム

意見交換会」により資源回収事業のより良い方法を検討し、新シ

ステムを確立する。また、事業系一般廃棄物の分別資源化、リサ

イクル取組団体の取組を市民に周知するなど、市民、事業者と協

働して資源物のリサイクルを進めます。 

79,609

資源物再使用・再生利用

の促進事業【継続】 

木綿混入率５０％以上の古衣料の回収やペットボトルキャッ

プ・廃植物油の回収支援ならびに財団法人千歳市環境保全公社や

リサイクルショップと連携した大型ごみのリサイクル化など、市

民、事業者と協働してごみの分別排出の徹底、再使用・再生利用

可能な物の拡大を図ります。 

1,105

計  143,037
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 (２) 「活力」の施策体系 
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① 人材育成 

    市民協働のまちづくりを展開するうえでは、その担い手の存在が不可欠であり、

様々な分野においてその担い手が存在することが、まちの発展に厚みを持たせるこ

ととなります。このことから、「市民力とまちの特性を生かし、幸せを実感できるま

ち」の実現に向けて、まちづくりの担い手層の拡大を図るために、ひと・まちづく

りリーダー養成事業を通じて人材育成を重点的に進めます。 

 

 

 市民活動支援事業 

細 事 業 名 事 業 内 容 
平成 20 年度

事業費 

ひと・まちづくりリーダ

ー養成事業【継続】 

人の温もりで活力と心豊かさが実感出来るひとまちづくりを実

現するため、ひと・まちづくり基金を活用し、市民活動を高め市

民のネットワークにより、日頃の生活の中で組織・職場・地域等

が持つエネルギーを十分発揮させるための「ひと・まちづくりリ

ーダー」を養成します。 

1,200

計  1,200

 

 

 

② 企業誘致 

千歳市は、北海道内陸部最大の工業都市であり、市内に第１から第４の各工業団

地、臨空工業団地、サイエンスパーク、美々ワールドのほか、流通業務団地やオフ

ィスアルカディアなど多くの工業用地・業務用地があります。企業の立地状況は、

バブル経済崩壊以降の長期にわたる景気低迷や国外への生産拠点シフトの影響を受

けて厳しい状態が続いてきましたが、平成 17 年以降から好調に転じ、平成 19 年 4
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月には大手自動車部品メーカーの千歳臨空工業団地進出が決定するなど順調に推移

しています。これら企業誘致の成果は、雇用拡大など本市の経済活性化に大きく寄

与することが期待され、今後も、この勢いを持続し、まちの活力をさらに増進させ

るよう、企業ニーズに即した企業誘致活動やサポート活動を進めるとともに、特に、

自動車関連産業や高度な技術力を持つ「ものづくり産業の集積」など、まちの特性

を生かす戦略的な企業誘致活動を重点的に進めます。 

 

 

 

 
ものづくり産業集積事業 

細 事 業 名 事 業 内 容 
平成 20 年度

事業費 

ものづくり産業誘致事

業【継続】 

自動車、エレクトロニクス関連産業等の「ものづくり企業」を対

象として、企業信用調査により抽出した投資確度の高い企業に対

する誘致活動を重点的に実施します。 

2,914

計  2,914

 

 

 

細 事 業 名 事 業 内 容 
平成 20 年度

事業費 

初期投資軽減事業 

工業団地リース事業 

【継続】 

企業の初期投資を軽減し企業誘致の推進を図るため、工業用地の

リース方式を活用をＰＲし、利用拡大を図ります。 
－

市内空き工場活用事業

【継続】 
市内の空き工場の情報を収集し、企業への情報提供を図ります。 －

間接リース事業【新規】 

市又は土地開発公社が、リース事業者等に工業団地の土地を分譲

又は長期リースし、リース事業者が土地・建物を合わせて立地企

業にリースする方式を導入します。 

－

計  －

 

 

 

 

細 事 業 名 事 業 内 容 
平成 20 年度

事業費 

立地環境ＰＲ活動推進事業 

企業誘致プロモーショ

ン事業【継続】 

平成 17 年度制作の立地環境ＰＲビデオ（ＤＶＤ）をメンテナン

スの上、誘致対象企業に提供、千歳情報発信ブースで放映、産業

展示会で放映するなど、企業誘致プロモーション活動を行いま

す。また、工業団地ホームページにおいてＷＥＢ動画の配信等を

行います。 

2,341

計  2,341
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③ 観光振興 

    千歳市は、北海道らしい雄大な自然環境を有する国立公園支笏湖や、秋には数多

くの鮭がそ上する清流千歳川など優れた観光資源を有するとともに、年間乗降客数

が 1,800 万人を超える新千歳空港の所在地であり、道内はもとより国内外の交通の

結節点となっている他地域にはない特性を持っています。最近は、台湾や韓国など

から国外からの観光客増加や、大型商業施設での観光や農業体験観光の人気など、

観光の多様化が進んでいます。観光を通じての交流人口を拡大は、第３次産業のみ

ならず農業など多種多様な産業に影響を及ぼし、地域経済の連携を一層深めること

や、さらには空港機能充実にもつながるものであります。このことから千歳市の持

つ観光の優位性を最大限に生かして地域の活力につなげるため、観光振興事業を重

点的に展開します。 

 

 

 

 

細 事 業 名 事 業 内 容 
平成 20 年度

事業費 

ポロピナイ園地整備事

業【継続】 

支笏湖ポロピナイ園地の休憩所の再整備を行い、環境省による園

地整備の実施を働きかけ、ポロピナイ地区再整備を実現し、利用

客のための快適な空間の創造と利便性の向上を図ります。 

－

支笏湖温泉既存泉源調

査事業【継続】 

市が所有する支笏湖温泉の既存泉源について、泉源の状態や正確

な湧出量を把握し、今後の泉源の適正な管理に必要な調査を実施

します。 

82

支笏湖活性化推進事業

費【新規】 

平成 20 年度に開催されるＪ８サミットを支援し、開催地の支笏

湖の知名度向上を図るため、観光事業者とサミット関連商品等の

検討を進めるとともに、５国語パンフレット作成、シンボルロゴ

マークの活用等の事業を展開します。 

2,595

計  2,677

 

 

 

 

支笏湖地区活性化推進事業 

にぎわいトライアングル事業 

細 事 業 名 事 業 内 容 
平成 20 年度

事業費 

千歳市情報発信ブース

事業【継続】 

「千歳アウトレットモール・レラ」来場者をサーモンパークや中

心市街地などに誘引しまちの活性化を図るため、レラ内における

情報発信ブースを活用し千歳のＰＲを行います。ブースの運営管

理を行っている千歳情報発信ブース運営協議会に「ブースの外に

飛び出す催事」を提案するなどより有効な PR 活動を促進します。 

1,000

道の駅管理運営事業 

【継続】 

「道の駅サーモンパーク千歳」利用者を市内観光地、中心市街地、

地域商店街等に誘引し滞在型観光客を増加させるため、リーフレ

ットの増刷など利便性の向上を図るとともに、入り込み調査など

を行います。 

585

計  1,585
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細 事 業 名 事 業 内 容 
平成 20 年度

事業費 

グリーンツーリズム促

進事業【継続】 

グリーンツーリズム市町村計画に基づき、市街化調整区域におけ

る体験型観光施設等の充実を図り、都市と農村の共生・対流を促

進します。特に、農業者がグリーンツーリズムに資する施設を整

備する際に、農業振興基金を活用して助成を行います。 

10,450

計  10,450

 

 

 観光ＰＲ活動推進事業 

農村観光振興事業 

細 事 業 名 事 業 内 容 
平成 20 年度

事業費 

観光振興アクションプ

ラン推進事業【継続】 

「観光振興アクションプラン」に基づく事業の推進と、観光客動

向調査、観光マーケティング調査等の実施によりフォローアップ

を行います。 

662

観光プロモーション事

業【継続】 

外国人観光客への情報発信の充実を図るため、日・英・中（繁・

簡）・韓の５種類の外国語ポケットブックを作成し、また、観光

ホームページデータの外国語を含め更新します。 

3,958

観光案内看板等整備事

業【継続】 

平成 20 年度において支笏湖地区の老朽化した観光歓迎看板（２

基）の撤去を行うとともに、新たに道道支笏湖公園線沿いに支笏

湖までの距離情報を併記した観光歓迎看板を設置します。 

3,426

計  8,046
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